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大学等で教職課程を取らなかった者で教育者としてふさわしい資質を身に付け，教職を志すに至った者に対し教職への道を開くことを目的として創設。
本試験合格者は、免許管理者である都道府県教育委員会に申請することにより、教諭の普通免許状が授与される。

教員資格認定試験制度の概要教員資格認定試験制度の概要

制度の趣旨

「教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）」
第１６条の２ 普通免許状は、第５条第１項の規定によるほか、普通免許状の種類に応じて文部科学大臣又は文部科学大臣が委嘱する大学の行なう

試験（以下「教員資格認定試験」という。）に合格した者で同項各号に該当しないものに授与する。
２（略）
３ 文部科学大臣は、教員資格認定試験（文部科学大臣が行うものに限る。）の実施に関する事務を機構に行わせるものとする。
４ 教員資格認定試験の受験資格、実施の方法その他試験に関し必要な事項は、文部科学省令で定める。

根拠法令

昭和３９年度 高等学校教員資格試験を創設
昭和４８年度 教員資格認定試験を創設（実施種目は小学校、特殊教育、高等学校。高等学校教員資格試験は廃止）
平成１６年度 高等学校教員資格認定試験を休止
平成１７年度 幼稚園教員資格認定試験を開設
平成３０年度 試験の実施に関する事務を（独）教職員支援機構に移管

制度の経緯

（１) 幼稚園教員資格認定試験（幼稚園教諭二種免許状）
（２）小学校教員資格認定試験（小学校教諭二種免許状）
（３）特別支援学校教員資格認定試験（特別支援学校自立活動教諭一種免許状。視覚障害教育・聴覚障害教育・肢体不自由教育・言語障害教育）

現行の実施種目

資料７
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規制改革推進３か年計画（再改定）（平成１５年３月２８日閣議決定）を踏まえ、幼稚園と保育所の連携を一層促進する観点から、保育士資格所有者が
幼稚園教諭の免許状を取得する方策として平成１７年度から実施。
本試験に合格した者は、都道府県教育委員会に申請することにより、幼稚園教諭の二種免許状が授与される。
受験資格は２０歳以上で、高校を卒業した者・その他大学入学資格を有する者で、保育士として３年以上の実務経験がある者。
試験は毎年度１回実施。試験会場は２会場（いずれも国立大学へ試験運営を委託）

幼稚園教員資格認定試験の概要幼稚園教員資格認定試験の概要

出願者 受験者（A） 合格者（B） 合格率（B/A)

平成２２年度 849人 819人 189人 23.1％

平成２３年度 979人 936人 463人 49.5％

平成２４年度 1,338人 1,303人 490人 37.6％

平成２５年度 1,252人 1,227人 310人 25.3％

平成２６年度 1,126人 1,108人 366人 33.0％

科目 方法 内容

教科及び教職に関する科目（Ⅰ）
筆記試験（択一式）

１５問（４択）・５０分

• 教育職員免許法施行規則（2019 年４月施行）第２条に定める幼稚園教諭免許状取

得に必要な専門的事項のうち、教育原理、教育法規、教育心理、特別支援教育等
に関する内容

教科及び教職に関する科目（Ⅱ）
筆記試験（択一式）

１５問（４択）・５０分

• 教育職員免許法施行規則（2019 年４月施行）第２条に定める幼稚園教諭免許状取
得に必要な専門的事項のうち、保育内容の指導法、教育課程、教育方法、幼児理
解、教育相談等に関する内容

幼稚園教育の実践に関する科目
筆記試験（論述式）

大問２問・９０分
• 幼稚園教育要領、幼稚園教育要領解説、文部科学省作成の幼稚園教育指導資料

等及び、共通課題を基にした指導案(週案、日案)の作成に関する内容

出願者 受験者（A） 合格者（B） 合格率（B/A)

平成２７年度 577人 557人 83人 14.9％

平成２８年度 368人 350人 89人 25.4％

平成２９年度 284人 277人 102人 36.8％

平成３０年度 102人 98人 21人 21.4％

２０１９年度 88人 － － －

試験の概要

実施状況

試験科目の内容
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本試験に合格した者は、都道府県教育委員会に申請することにより、小学校教諭の二種免許状が授与される。
受験資格は、高校を卒業した者、その他大学入学資格を有する者で、２０歳以上の者。
試験は毎年度１回実施。第１次試験、第２次試験、第３次試験を、それぞれ２日間で実施。
試験会場は第１次試験６会場、第２次試験・第３次試験５会場。（いずれも国立大学へ試験運営を委託）

小学校教員資格認定試験の概要小学校教員資格認定試験の概要

試験の概要

出願者 受験者（A） 合格者（B） 合格率（B/A)

平成２２年度 ２，２９６人 １，９１５人 ２８９人 １５．１％

平成２３年度 ２，２８１人 １，９００人 ３３２人 １７．５％

平成２４年度 ２，０７２人 １，７４５人 ３０１人 １７．２％

平成２５年度 １，７６６人 １，５０９人 ２４７人 １６．４％

平成２６年度 １，６６２人 １，３９３人 １５７人 １１．３％

実施状況

科目 方法 内容

第１次
試験

教科及び教職に関する科目（Ⅰ）
筆記試験（択一式）

２０問（４択）・７０分
• 教育の基礎的理解、道徳、総合的な学習の時間等の指導法、生徒指導、教育相談

等に関する専門的事項

教科及び教職に関する科目（Ⅱ）
筆記試験（択一式）

２０問（４択）・５０分 ×６教科

• １０教科のうち、音楽、図画工作及び体育のうち２教科以上を含む６教科を選択

• 小学校の各教科の指導法及びこれに付随する基礎的な教科内容

第２次
試験

教科及び教職に関する科目（Ⅲ）
筆記試験（論述式）

大問２問・６０分 ×１教科

• １０教科の中から１教科を選択

• 小学校の各教科に関する専門的事項及び指導法

教科及び教職に関する科目（Ⅳ） 実技試験
• 第１次試験で受験したもののうち２教科を選択

• 音楽、図画工作及び体育の実技

口述試験 口述試験 • 小学校教員として必要な能力等の全般に関する事項

第３次
試験

指導の実践に関する事項に係る試
験

授業観察、指導案等作成、討論等
• 小学校教員として必要な指導の実践に関する事項（試験運営大学の附属小学校を

会場として実施）

試験科目の内容

出願者 受験者（A） 合格者（B） 合格率（B/A)

平成２７年度 １，３７５人 １，１３５人 １４７人 １３．０％

平成２８年度 １，２９８人 １，０９１人 １４９人 １３．７％

平成２９年度 １，１１４人 ９２５人 １３８人 １４．９％

平成３０年度 １，０１８人 ８４９人 １１２人 １３．２％

２０１９年度 ９１７人 － － －
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＜出典＞平成29年度教員資格認定試験 合格者アンケート（文部科学省）

・調査対象者：平成24年度～27年度小学校教員資格認定試験の最終合格者852名
・回答数：364名（回収率42.7%）

小学校教員資格認定試験 合格者の状況等小学校教員資格認定試験 合格者の状況等

受験時の年齢

①20歳～24歳

27%

②25歳～29歳

18%
③30歳

～34歳

15%

④35歳

～39歳

12%

⑤40歳

～44歳

14%

⑥45歳～49歳

9%

⑦50歳～54歳

4%

⑧55歳～59歳

1% ⑨60歳以上

0%
未回答

0%

受験時の職業

①会社員

18% (
)

7%

③教員等

23%
④学生

19%

⑤その他

33%

未回答

0%

⑤その他の回答例
アルバイト、パート、自営業、
専業主婦等

①教員採用

選考試験を受

験した

65%

②教員採用

選考試験を受

験しなかった

35%

未回答

0%

資格認定試験合格後の教員採用試験受験状況

教員への採用の状況

① 正規の小

学校教諭に採

用された

57%②小学校の講師（補助教員は含まな

い）として任用された

13%

③小学校以外の学校種で

教員に採用された

11%

④教員には採用されなかった

13%

⑤ その他

6%
未回答

0%
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小学校教員資格認定試験の実施体制（2019年度）小学校教員資格認定試験の実施体制（2019年度）

文部科学省
（試験の実施主体）

（独）教職員支援機構
（試験の実施に関する事務を行う）

試験の運営

A大学 B大学 C大学 D大学 E大学 F大学

試験問題の作成

算数 理科 生活 音楽 図工 体育 家庭 外国語
（英語）

G大学 H大学 I大学 J大学 I大学 K大学 L大学 M大
学

実施に関する事務を行わせる（免許法第16条の2第3項）

試験運営業務・問題作成業務を委託

• 一部の科目・教科（国語・社会）の問題
は、委員会方式によって作成

• 全教科の問題の点検を実施

教員資格認定試験（幼稚園・小学校・特別支援学校）の実施経費（平成30年度実績）教員資格認定試験（幼稚園・小学校・特別支援学校）の実施経費（平成30年度実績）

業務経費
（人件費除く）
（A）

収入
（受験手数料）

志願者数
（B）

志願者１人当たり
の費用
（A/B）

合格者数
（C）

合格者１人当たり
の費用
（A/C）

9,600万円 3,200万円 1,385人 6.9万円 153人 62.7万円
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教員資格認定試験制度の改善について
平成30年度に，文部科学省から教職員支援機構に事務移管された本試験については，50年余にわたって，特定分野に派生した教員免許保持者の絶対的不

足を補充する機能を果たしつつ，教員免許を所持しない社会人に教職への道を開く制度として，維持されてきた。 一方，教員免許の所持および教員採用の動
向等は，この間大きな変転を経て現在に至っている。本試験制度は，そのような社会的変化の中で，試験実施免許種に一定の対応を図りながらも，根幹に関わ
る改善，変更を果たさないまま現在に至っている。

その結果，文部科学行政の重要課題や教員諸政策等との連動性，関係性という観点から，その機能を十分発揮しているとは言えない状況にある。教職員支
援機構への事務移管を機に，運用上の改善課題等を明確にするとともに，将来，その改廃をも視野に置きつつ，当面，制度の安定的存続を図るための措置を
提案する。

教員資格認定試験制度の現状と問題点

１．【何のためにやるか？】認定試験制度の社会的存在理由が曖昧であり，制度の存続，活用には新たな位置づけが必要。
２．【教育改革・教員政策との整合性は？】他の政策課題との連結，連動が不十分。
３．【制度存続の担い手は？】作問担当大学，試験運営大学ともに，養成系大学・学部の現状を踏まえ，事業協力に対する負担感

が増大，その結果，制度運営からの撤退を希望，表明する大学・学部が増加。
４．【制度の存続が求められるとすれば？】安定的かつ持続可能な制度として，改めて運用等の改善が必要。

制度の存廃を含め，新たな制度設計を行う必要

教員資格認定試験制度改善の視点と具体的方策

１．幼稚園教員資格認定試験の趣旨を「子ども子育て新制度」への積極的対応と位置づけ，保育士資格保有者の幼稚園免許取得
を促進する制度として積極的に活用する。

２．小学校教員資格認定試験を，近年の小学校教員採用試験への受験動向，一部都道府県に顕在する「教員不足」等を踏まえ，
かつ社会人人材の学校への登用を一層促進する方策として積極的に活用する。

３．作問等については，持続可能な制度設計の観点から個別大学への委嘱方式を改め，大学等の研究者等による作問，採点委員
会により実施する。

４．試験の実施にあたっては，大学，公共施設等，対応可能な会場を準備し，教職員支援機構の職員等が担当する。



Ⅰ 作問・採点・運営組織の再構築

1. 作問・採点を大学委託から専門研究者等の委員会組織
へ

2. 委員は，文部科学大臣の委嘱，分野・領域ごとに３～５名
を任命。

3. 総括組織として，認定試験実施委員会（親委員会）を置き
，分野・領域ごとに小委員会を置く。

4. 実施委員会は，実施要項，試験の日程，合否判定等認定
試験に関する諸案件を検討，決定する。

5. 試験運営を大学委託から、民間委託と機構職員による運
営へ。

6. 試験会場は幼稚園・小学校は全国２箇所、特別支援は１
箇所とする。

Ⅰ 作問・採点・運営組織の再構築

1. 作問・採点を大学委託から専門研究者等の委員会組織
へ

2. 委員は，文部科学大臣の委嘱，分野・領域ごとに３～５名
を任命。

3. 総括組織として，認定試験実施委員会（親委員会）を置き
，分野・領域ごとに小委員会を置く。

4. 実施委員会は，実施要項，試験の日程，合否判定等認定
試験に関する諸案件を検討，決定する。

5. 試験運営を大学委託から、民間委託と機構職員による運
営へ。

6. 試験会場は幼稚園・小学校は全国２箇所、特別支援は１
箇所とする。

Ⅱ 試験の内容および方法

【幼稚園】

2019年度試験から以下の科目構成に改正済み（全科目を１日で実施）

教科及び教職Ⅰ（教育の基礎的理解等・択一式15問・50分）

教科及び教職Ⅱ（幼稚園教育の指導法等・択一式15問・50分）

幼稚園教育の実践に関する科目（指導案作成等・論述式・90分）

【小学校】

小学校教育に必要な基礎的な資質能力を礎実に問う試験とし、以下の科目に改正する

（１次試験） １日で実施

教科及び教職Ⅰ（教職教養・択一式20問・60分）

教科及び教職Ⅱ（10教科中6教科選択・択一式・1教科10問×6教科＝60問・180分）

（２次試験） １日で実施

教科及び教職Ⅲ（10教科中1教科選択・論述式・60分）

教科及び教職Ⅳ（小学校教育全般に関する事項・論述式・60分）

※いずれの科目も６０％以上正答で合格

Ⅲ 教員資格認定試験合格者に対する事後指導等

－認定試験制度の成果の積極的活用方策－

都道府県等の採用人事（年度中途採用分対応も含む）の円滑化に寄与するとともに，本試験によって取得できる免許が，二種資格である

ことを踏まえ，免許取得後の事後指導の活用等について合格者に周知する。

１．合格者に対する「採用前研修プログラム」の提供

２．合格者名簿の作成と公開

３．任用後，一種免許への上申義務を明記 7


